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全体 

提出された意見等 総務省の考え方（案） 

【意見】 

本指針は、既存の IPv4インターネットによるサービス提供をしている組織や団体

だけのためにあるのではなく、これから新規参入する組織や団体も対象であると思

われる。新規参入による市場活性化のためには、ここで条件としてあげられている

技術要素だけではなく、P2P通信とその検索技術や情報融合技術など市場開拓要素の

高いサービスも支援するような指針にしていただきたい。 

【個人Ａ】 

本基本指針は、現在 IPv4で提供されているイン

ターネット接続サービス等について、IPv6でも提

供できるようにするために最低限満たすべき基準

についての基本的な考え方を定めるものと位置付

けております。 

ご指摘の新規市場を開拓するようなサービスに

ついての IPv6対応のための要件については、今後

関係者において必要に応じて検討されることが期

待されます。 

 

第一部 インターネットサービス等の IPv6 対応に係る基本指針 

頁 項目 提出された意見等 総務省の考え方（案） 

２頁 １．背景 【意見】 

IPv6 ネットワークを取り入れる背景事情について

は書かれていますが、IPv6ネットワークを敷設してい

くことに対する我が国としての通信インフラに対す

るビジョンが欠けています。監督省庁として、どのよ

うなビジョンを持って、各サービス、通信事業者に働

きかけていくのか将来の通信ビジョンが示させてい

ると、それ以降の指針の重要性が増し、意義の共有も

されると思います。 

【個人Ａ】 

ご指摘の通り、我が国としての通信インフラに

対するビジョンを示すことは重要であり、この点

については、例えば ICT ビジョン懇談会

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/ 

policyreports/chousa/ict_vision/index.html）等の場に

おいて検討が行われています。また、本基本指針

の策定が提言された「IPv6 によるインターネット

の利用高度化に関する研究会」における今後の検

討にあたって参考とさせていただきます。 

２頁 １．背景 【基本指針案】 

現在利用されている IPv4の後継規格である IPv6に

対応することが急務となっている。 

 

 

現時点において、IPv6は既に IPv4の後継規格と

して導入が進められていると考えますので、原案

のままとさせていただきます。 

なお、「IPv6対応」とは、IPv4の利用に加えて

IPv6を導入することを意味しています。 



【意見】 

インターネット市場においては日々新たな技術が

検討・開発され現在の発展を遂げてきており、今後も

その環境は変らないものと考えます。したがって本基

本指針についてもそのような環境を考慮し、下記の通

り修正することが望ましいと考えます。また、あわせ

て IPv6 の対応の定義についても明確化することが望

ましいと考えます。 

 

＜修正案＞ 

現在利用されている IPv4 の後継規格となる可能性

が高い IPv6技術に対応する準備が必要となっている。 

【イー・アクセス、イー・モバイル】 

２頁 ２．基本指針の目

的・位置付け 

【基本指針案】 

 総務省は「インターネットサービス等の IPv6 対応

に係る基本方針」を策定し、現在 IPv4 で提供されて

いるインターネットサービス等が IPv6 でも提供でき

るようにするために最低現満たすべき基準について

の基本的な考え方を定める。 

 

【意見】 

 上記より、本方針を遵守すべき対象者が、サービス

提供者であることはわかるが、その際にサービス提供

者と監督省庁である総務省の関係が明らかになって

いない。またこの指針の元となり、関係する法制度も

明らかになっていると、事業化計画、サービス約款な

どの整備を行うにあたって整理しやすく、より基準が

わかりやすくなる。 

【個人Ａ】 

 

 

インターネットサービス等の IPv6対応について

は、規制によってではなくサービス提供者の自主

的な取組によって行われるべきものと考えており

ます。 

したがって、サービス提供者による事業化計画、

サービス約款などの整備のために必要な検討につ

いては、民間において必要に応じて行われるべき

ものと考えております。 



３頁 ２．基本方針の目

的・位置付け 

【基本指針案】 

 サービス提供事業者においては、本基本方針への準

拠に加えて、自らが提供するサービスの品質を高める

ための努力が求められる。 

 

【意見】 

 我が国の通信インフラおよび通信サービスの整備

として政策として取り組むのであれば、サービス品質

についての検査や状況把握するスキームも必要なの

ではないでしょうか。 

【個人Ａ】 

IPv6対応に係るサービス品質の把握等について

は、民間において必要に応じて行われるべきもの

と考えております。 

３頁 ２．基本指針の目

的・位置付け 

（３）国内サービス

の海外展開の促

進 

【意見】 

 海外展開という一言では具体性にかけ、方針として

曖昧です。例えば、WEB などのサービスは海外からの

アクセスを増加させることも海外展開と言えるのか、

それとも同様のサービスサーバを海外に配置するこ

とを目指すのか（ただし、それは海外の通信インフラ

を積極的に利用することになり、適用法も行政も変わ

るので必ずしもよいことではないと思う）、もう一歩

踏み込んだ指針、政府としてサービス事業者に望む展

開ビジョンを提示して欲しい。トランジット提供事業

者にとっては、国内にサービスサーバなどコンテンツ

が豊富にあり、トランジット利用顧客が増え、国内に

大きな接続点ができることがよい、という考え方もあ

り得るのではないでしょうか。ただ、海外拠点を作る

ことに規制をかけるなど、行き過ぎた統制も好ましく

なく、バランスが大切であることから、各企業に展開

含めて判断させるべきに思います。 

【個人Ａ】 

 

ご指摘を踏まえ、以下の通り修正いたします。 

 

我が国が先駆けて IPv6対応を図ることで、国内

サービス提供事業者による海外でのサービス展開

やサービスの用に供する機器・システムの輸出等

が促進され、もって我が国のインターネットサー

ビス分野における国際競争力の強化に資すること 



３頁 ２．基本方針の目

的・位置付け 

【基本指針案】 

 本基本方針を踏まえ、関係者においてより具体的な

要求条件が策定されることが期待される。特に、相互

接続性の確保については、個別のサービス提供事業者

における取組では限界があることから、関係者が連携

して取り組むことが期待される。 

 

【意見】 

 海外におけるインターネットワークの中立性議論

などを踏まえると、相互接続に関する方向性の提示は

非常に重要だと思います。政府はあまり関与すべきで

はないという考え方もあると思いますが、結局アメリ

カでは FCCが多大に関与しているといった実情があり

ますので、IPv6ネットワークの導入が広がる前に、階

層型のネットワーク経路交換と P2Pのオーバレイネッ

トワーク、ASポリシーのあり方など総務省内でも個別

に検討されている事案を整理していただき、本指針に

反映いただけると混乱なく構築が進められると思い

ます。 

【個人Ａ】 

相互接続に関する検討については、民間におい

て必要に応じて行われるべきものと考えておりま

す。 

３頁 ２．基本方針の目

的・位置付け 

【意見】 

 ここで提示されている３つの基本的考え方には、安

心・安全の観点が欠けています。複数サービスを組み

合わせた場合の相互接続性や詳細には触れないとし

ていますが、その前段階の指針として、安心・安全な

サービス提供という考えは必要なのではないでしょ

うか。また、安定したサービス提供も必要に思います。 

【個人Ａ】 

ご指摘を踏まえ、以下の通り修正させていただ

きます。 

サービス提供事業者においては、IPv6サービス

基本指針への準拠に加えて、コンテンツ配信サー

ビスやオンラインショッピング等の個別のサービ

スの IPv6対応や、複数のサービスを組合せた際の

IPv6対応についても十分に検討し、自らが提供す

るサービスの安心・安全性を含めた品質を高める

ための努力が求められる。また、関係者において

より具体的な要求条件が策定されることが期待さ

れる。 



５頁 ４．インターネット

サ ー ビ ス 等 の

IPv6 対応に係る

要求条件 

【基本指針案】 

 ある FQDNの webページが一つでも IPv6で閲覧する

ことが可能であれば、その FQDN 下の web ページ群は

IPv6 による通信によって閲覧可能であると考えられ

る。 

 

【意見】 

 動的なページ生成をしている webサイトでは、ペー

ジの枠内には、さらに複数のサイトから情報を取得し

て表示させており、上記説明では、不完全なページ表

示になり、IPv6対応しているとは言い難い状況になる

と思われる。サービス品質に言及している部分もある

ため、web ページだけ甘い基準であるのはよくないと

思います。 

【個人Ａ】 

ご指摘を踏まえ、以下の記述を追加いたします。 

 

但し、他のドメインから情報を取得して表示する

ような webページにおいては、当該情報も含めて、

IPv6による通信によって閲覧可能であることが求

められる。 

５頁 ４．インターネット

サ ー ビ ス 等 の

IPv6 対応に係る

要求条件 

（１）インターネッ

トサービス 

③IPｖ６アドレス

ブロックを有し

ていること 

【基本指針案】 

IPｖ６に対応したインターネットサービス・・・・・・

これは、アドレスブロックの割り振り又は割り当て情

報によって確認することが出来る。 

 

【意見】 

アドレスブロックの「割り振り」及び「割り当て」の

それぞれの用語解説を記載してほしい。 

【個人Ｂ】 

ご指摘を踏まえ、「付録 用語の解説・定義」に以

下の記述を追加いたします。 

 

IPアドレスの割り当て（allocation） 

実際のネットワークに IPアドレスを付与するこ

と 

 

IPアドレスの割り振り（assignment） 

地域インターネットレジストリ（RIR）又は国別

インターネットレジストリ（NIR）がローカルイン

ターネットレジストリ（LIR）に対して IPアドレ

スを配分すること 

 

 

 



第二部 ネットワーク技術者に求められる IPv6 関連技術習得に係る基本指針 

頁 項目 提出された意見等 総務省の考え方（案） 

６頁 １．背景 【基本指針案】 

現在利用されている IPv4 の後継規格である IPv6

に対応することが急務となっている。 

 

【意見】 

インターネット市場においては日々新たな技術が

検討・開発され現在の発展を遂げてきており、今後

もその環境は変らないものと考えます。したがって

本基本指針についてもそのような環境を考慮し、下

記の通り修正することが望ましいと考えます。また、

あわせて IPv6の対応の定義についても明確化するこ

とが望ましいと考えます。 

 

＜修正案＞ 

現在利用されている IPv4の後継規格となる可能性が

高い IPv6技術に対応する準備が必要となっている。 

【イー・アクセス、イー・モバイル】 

現時点において、IPv6は既に IPv4の後継規格

として導入が進められていると考えますので、原

案のままとさせていただきます。 

なお、「IPv6 対応」とは、IPv4 の利用に加えて

IPv6を導入することを意味しています。 

６頁 ２．基本指針の目

的・位置付け 

【基本指針案】 

その際、我が国において、インターネットのよう

な複雑かつ大規模なネットワークにおける IPv6の運

用経験が乏しく、ネットワーク運用等を行う技術者

について、関係する知識・技術的能力が十分でない

ため、その向上・習得が大きな課題となっている。 

そのため、ネットワーク技術者が、IPv6 関連技術

についてどのような内容を習得すべきであるかの判

断基準の策定についての要望は大きい。 

 

 

本基本指針案にご賛同頂いたご意見として承り

ます。 

 



【意見】 

IPv6 対応のネットワーク技術者の育成は、各プレ

イヤーが具体的に IPv6対応を準備していく上で必須

であり、技術者を育成する上での判断基準となる

「IPv6 技術習得基本指針」の策定は重要な取り組み

であると考えます。 

【イー・アクセス、イー・モバイル】 

７頁 ３．本基本指針が対

象とする技術者の

区分 

【意見】 

３章の終わりに、『「ネットワーク技術者」ではないが、

「サービス提供事業者のコールセンターオペレータ」や「Ｉ

Ｐネットワーク関連企業の経営者」についても、研修を行

うことが必要である。』旨を追加してはどうか？ 

（理由）報告書 P1８ １１行目 「サービス提供事業者

は、IPｖ６対応に関するユーザからの問合せに対応でき

るような体制を整備することが求められる。」とあること、

また P17 １行目 「特に、経営層への広報について

「IPｖ６への対応は事業者にとって事業を継続するため

のリスクマネジメントである」との認識を深めることが費

用であり、・・・」と記述されていることによる。 

【個人Ｂ】 

コールセンターオペレータや関連企業の経営者

につきましては、ひとまず本基本指針の対象外と

させていただきます。 

なお、ご指摘の点については、ネットワーク技

術者による IPv6 技術習得の促進を本基本指針の

策定が提言された「IPv6によるインターネットの

利用高度化に関する研究会」における今後の検討

にあたって参考とさせていただきます。 

 

 


